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議案第３２号 

 

令和６年度遠軽町水道事業会計予算 
 

（総則） 

第１条 令和６年度遠軽町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数                        ８，９２６戸 

（２）年間給水量                   １，６２７，６３２㎥ 

（３）一日平均給水量                     ４，４５９㎥ 

（４）主要な建設改良事業                         配水管等整備事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

第１款 水道事業収益               ６２８，４１５千円 

第１項 営業収益                ４７４，１７０千円 

第２項 営業外収益               １５４，２４５千円 

支     出 

第１款 水道事業費用               ６６２，９０９千円 

第１項 営業費用                ６３３，２８０千円 

第２項 営業外費用                ２７，６２９千円 

第３項 予備費                   ２，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に不足する額２２０，４９８千円は、過年度分損益勘定留保資金１９７，

５９０千円、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３，２６３千円、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，６４５千円で補てんするもの

とする。）。 

収     入 

第１款 資本的収入                ３１２，５６４千円 

第１項 企業債                 １７５，３００千円 

第２項 他会計補助金               ４８，７８４千円 

第３項 工事負担金                ８８，３８０千円 

第４項 分担金                      １００千円 

支     出 

第１款 資本的支出                ５３３，０６２千円 

第１項 建設改良費               ３５４，３６８千円 

第２項 企業債償還金              １７８，６９４千円 
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 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 
 （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

 

 

 

 

上水道整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

175,300 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

証書借入 

又  は 

証券発行 

 

5.0％ 

以内 

 

（ただし、利率

見直し方式で借

り入れる公的資

金について、利

率の見直しを行

った場合におい

ては、当該見直

し後の利率） 

 

公的資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合にはその債権

者と協定するもの

による。ただし、企

業財政の都合によ

り据置期間及び償

還期限を短縮し、又

は繰上償還もしく

は低利に借換する

ことができる。 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり  

と定める。 

（１） 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合。 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

（１）職員給与費                     ４４，４７０千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 水道事業の企業債償還に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、５１，３５４千円である。 

 

 （たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、４９，８９６千円と定める。 

 

令和６年３月７日提出 

遠軽町長  佐々木 修 一 



（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 水道事業収益 ６２８, ４１５

　 

１ 営業収益 ４７４, １７０

１ 給水収益 ４２２, ８４８ 水道料金ほか

２ その他営業 ５１, ３２２ 他会計業務委託

   収益 収益ほか

２ 営業外収益 １５４, ２４５

１ 受取利息及 １０ 預金利息

　 び配当金

２ 他会計補助 ２, ５７０ 一般会計補助金

　 金

３ 長期前受金 １５１, ６５５ 補助金等収益化

　 戻入 額

４ 雑収益 １０ 雑入

令和６年度　遠軽町水道事業会計予算実施計画

収　　　　入

収益的収入及び支出

備　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 水道事業費用 ６６２, ９０９

　 

１ 営業費用 ６３３, ２８０

１ 原水及び浄 ２１０, ５９６ 取水、浄水及び

　 水費 送水施設管理費

２ 配水及び給 ５６, ７３５ 配水及び給水施

　 水費 設管理費

３ 総係費 ３０, ６９９ 一般管理費

４ 減価償却費 ３０５, ５００ 有形固定資産減

価償却費

５ 資産減耗費 ２９, ７００ 有形固定資産除

却費ほか

６ その他営業 ５０

   費用

２ 営業外費用 ２７, ６２９

１ 支払利息及 ２１, ８２９ 償還利息ほか

　 び企業債取

　 扱諸費

２ 消費税及び ５, ７００

　 地方消費税

３ 雑支出 １００

３ 予備費 ２, ０００

１ 予備費 ２, ０００

支　　　　出

備　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 資本的収入 ３１２, ５６４

１ 企業債 １７５, ３００

１ 企業債 １７５, ３００ 水道事業債

２ 他会計補助 ４８, ７８４

　 金

１ 他会計補助 ４８, ７８４ 一般会計補助金

　 金

３ 工事負担金 ８８, ３８０

１ 工事負担金 ８８, ３８０ 配水管負担金

４ 分担金 １００

１ 分担金 １００ 配水管分担金

資本的収入及び支出

収　　　　入

備　　考

− 5 −



（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 資本的支出 ５３３, ０６２

１ 建設改良費 ３５４, ３６８

１ 拡張費 １３７, ０００ 送水管布設替工

事

２ 配水管布設 １２６, ７８０ 水道管布設替工

　 費 事ほか

３ 固定資産取 ９０, ５８８ 水道メーター取

　 得費 替工事ほか

２ 企業債償還 １７８, ６９４

　 金

１ 企業債償還 １７８, ６９４ 償還元金

　 金

支　　　　出

備　　考

− 6 −



（単位：円）
1 業務活動によるキャッシュフロー

当期純利益（△当期純損失） △ 48,674,000
減価償却費 305,500,000
固定資産除却損 29,700,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 143,000
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 377,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 85,000
長期前受金戻入額 △ △ 151,655,000
受取利息及び配当金 △ △ 10,000
支払利息及び企業債取扱諸費 21,829,000
未収金の増減額（△は増加） 6,500,000
未払金の増減額（△は減少） 5,142,000
前受金の増減額（△は減少） 20,000
たな卸資産の増減額（△は増加） 70,000
預り金の増減額（△は減少） △ 50,000
小計 168,053,000
支払利息及び企業債取扱諸費 △ △ 21,829,000
受取利息及び配当金 10,000
業務活動によるキャッシュフロー 146,234,000

2 投資活動によるキャッシュフロー
有形固定資産の取得による支出 △ △ 326,208,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 45,237,000
工事負担金による収入 80,346,000
配水管分担金による収入 91,000
投資活動によるキャッシュフロー △ 200,534,000

3 財務活動によるキャッシュフロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 175,300,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ △ 178,694,000
財務活動によるキャッシュフロー △ 3,394,000

資金増加額（又は減少額） △ 57,694,000
資金期首残高 427,404,000
資金期末残高 369,710,000

令和６年度遠軽町水道事業予定キャッシュフロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　総括

２　給料及び職員手当の増減額の明細

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

（単位：千円）

△ 9,132

0

△ 9,132

△ 5,065

△ 2,882給　料

手　当
制度改正に伴う増減分

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

説　　　　明

455

備　考

合 　計

14,484

19,549

△ 5,065

手

当

の

内

訳

区 分

合 計

増減額 増減事由別内訳

0

△ 7,947

7,501

7,501

8,686

8,686

△ 1,185

0

△ 1,185

19,549

19,549

△ 5,065

44,916

△ 7,947

資本勘定支弁職員

合 計
給 与 費

36,969

0

14,484

14,484 36,969

44,470

0

44,470

区 分
報　酬 給　料

損益勘定支弁職員

職 員 数

本

年

度

資本勘定支弁職員

179

△ 155

扶養手当

会計間の異動

平均昇給率　2.05％

前

年

度

比

　
較

25,367

△ 2,882

25,367

0

△ 2,882

資本勘定支弁職員

 

7

7

1,014

1,434

△ 420

管理職員特
別勤務手当

0

72

△ 72

管理職手当

0

726

△ 726

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

住居手当

540

540

0

退職手当

1,602

4,155

△ 2,553

通勤手当

24

53,602

0

53,602

特別職 一般職

7

賃　金 手　当 計

 7 22,485

22,485

法　定
福利費

 44,916

0

合 計

合 計

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

△ 5,438

373

△ 3,651

314

令和5年度給与改定に伴う増減

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

0

△ 5,065

0

0

0

会計間の異動等

期末手当

期末手当

5,003

5,627

△ 624

勤勉手当

4,187

4,690

△ 503

726

0

寒冷地手当

726

時間外手当

1,388

1,400

△ 12

− 8 −



３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の基準となる職務）

57.1

0.0

0.0

100.0

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

0.0 （ ）

100.0 （ ）

2

0

1

4

1

0

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

8

12.5

50.0

12.5

（ ）

（ ）

（単位：円）

５級

級 職員数(人) 構成比(％)

備　考

３級

２級

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

区　分

大　学　卒

企業職

（ ）

（ ）

一般行政職

196,200 196,200

１級

5年1月1日現在

区　　分
企業職

６級

４級

計

（ ）

2

0

1

4

0

0

7 （ ）

28.6

0.0

14.3

区 分企業職

310,500

区 分

(円)平 均 給 料 月 額

企業職

5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 298,757

平 均 給 与 月 額 (円) 329,736

平 均 年 齢 (歳) 40.541.9

備　考

６級

166,600 166,600

6年1月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円)

6年1月1日現在

平 均 年 齢 (歳)

一般行政職

350,303

区　分

高　校　卒

企業職

１級

区　　分
企業職

構成比(％)級 職員数(人)

25.0

0.0

部　長

主　幹

参　事技師補

３級

区　分

２級

計

４級

５級

（ ）

技　師

企業職

６級１級 ２級 ３級 ４級 ５級

技術補

事務補

主事補 課　長主　幹主　任主　事

参　事

課　長

技　監

主　査

係　長

− 9 −



（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

※　（　）内は、再任用職員の支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）その他の手当

区　分

支給率等

一般会計
の 制 度

最高限度
（月分）

47.709

47.709

区分 差 異 の 内 容

扶養手当

住居手当

通勤手当

一般会計の制度との異同

同       じ

同       じ

同       じ

区　　　　　　分 企業職 区　　　　　　分 企業職

本

職 員 数 (A) (人)

号俸数別内訳

前

５号俸 (人) 0

４号俸

職 員 数

(人)

１号俸 (人)

３号俸 (人)

7

年
２号俸 (人)

(人) 7

昇給に係る職員数 (B) (人) 7 昇給に係る職員数 (B) (人) 7

(A)

6

５号俸 (人)

(人) 0

６号俸

４号俸

0度 度

6

1
年

２号俸 (人) 1

0

号俸数別内訳

１号俸

0 ３号俸 (人) 0

(人)

100.0% 100.0%

(人) (人)0 0

比　　率比　　率 (B)/(A) (％)

６号俸

(B)/(A) (％)

2.250 4.50

区 分
支給率計
（月分）

６月 (月分) 12月

支給期別支給率

(月分)

(1.175)2.250 (1.175)

備　考

職 制 上 の 段
階 、 職 務 の
級 等 に よ る
加 算 措 置

有

有

有

備考
20年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

その他の加算措置等

一般会計の制度 2.250 (1.175) 2.250 4.50

前 年 度 2.200 (1.15) 2.200 4.40

本 年 度

(1.15)

(1.175)

25年勤続の者
（月分）

33.2707524.586875

24.586875 47.70933.27075

①定年前早期退職特
　例加算措置（2～
　30％加算）
②退職手当の調整額

47.709

①定年前早期退職特
　例加算措置（2～
　30％加算）
②退職手当の調整額
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（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 27,385,000

ロ 建物 130,055,000

減価償却累計額 △ 48,556,000 81,499,000

ハ 構築物 8,155,032,000

減価償却累計額 △ 3,257,785,000 4,897,247,000

ニ 機械及び装置 2,952,143,000

減価償却累計額 △ 1,560,930,000 1,391,213,000

ホ 車輌運搬具 6,483,000

減価償却累計額 △ 6,159,000 324,000

ヘ 工具器具及び備品 27,299,000

減価償却累計額 △ 21,169,000 6,130,000

ト 建設仮勘定 46,916,000

有形固定資産合計 6,450,714,000

(2) 無形固定資産

イ 電話加入権 315,000

無形固定資産合計 315,000

固定資産合計 6,451,029,000

2 流動資産

(1) 現金預金 369,710,000

(2) 未収金 20,000,000

貸倒引当金 △ 835,000 19,165,000

(3) 貯蔵品 1,930,000

流動資産合計 390,805,000

資産合計 6,841,834,000

4 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 2,534,713,000

企業債合計 2,534,713,000

固定負債合計 2,534,713,000

令和６年度　遠軽町水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資産の部

負債の部
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5 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

185,328,000

企業債合計 185,328,000

(2) 未払金 38,600,000

(3) 前受金 370,000

(4) 引当金

イ 賞与引当金 3,738,000

ロ 法定福利費引当金 729,000

引当金合計 4,467,000

(5) 預り金 550,000

流動負債合計 229,315,000

6 繰延収益

(1) 長期前受金 3,706,135,000

(2) 建設仮勘定長期前受金 7,269,000

(3) 収益化累計額 △ 1,434,903,000

繰延収益合計 2,278,501,000

負債合計 5,042,529,000

7 資本金 1,249,765,000

8 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 受贈財産評価額 11,155,000

ロ その他資本剰余金 518,006,000

資本剰余金合計 529,161,000

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 20,379,000

利益剰余金合計 20,379,000

剰余金合計 549,540,000

資本合計 1,799,305,000

負債資本合計 6,841,834,000

資本の部
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注記
　Ⅰ　重要な会計方針
   　1　資産の評価基準及び評価方法
　　 　 たな卸資産の評価基準及び評価方法
 　　　 材料及び貯蔵品　  　 　個別法による。
  　 2  固定資産の減価償却の方法
      　有形固定資産（リース資産を除く。）
     ･　減価償却の方法           定額法による。
     ･  主な耐用年数 建物                     17～26年

構築物                   38～58年
        機械及び装置              8～17年
        車輌運搬具       　           5年
        工具器具及び備品       　　   5年
     3　引当金の計上方法
      （1） 退職給付引当金

      （2） 賞与引当金
　          職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

    　（3） 法定福利費引当金
　          職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

      （4） 貸倒引当金

     4  消費税及び地方消費税の会計処理
        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理によっている。
  Ⅱ　予定貸借対照表等関連
     1  企業債の償還に係る他会計の負担
        予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償

     2  有形固定資産の減価償却累計額　 4,894,599千円（直接控除した場合）
     3  長期前受金収益化累計額         1,434,903千円（直接控除した場合）

     4　資産に係る引当金に関する事項（直接控除した場合）
　 　　 貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金835千円が控除されている。
　Ⅲ　リース契約により使用する固定資産
　　 1  リース取引の処理方法
        所有権移転外ファイナンス・リース取引については、中小規模の地方公営企業の特例措

     2  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
        1年以内 1,781千円
        1年超   1,969千円
        計      3,750千円
　Ⅳ　その他の注記

　　 1  貸倒引当金の取崩し
        当年度において、不納欠損処分をするため貸倒引当金691千円を取り崩す。
　　 2　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し
　　　　当年度において、期末・勤勉手当を支給するため賞与引当金4,115千円を取り崩し、これ

            職員の退職手当に係る経費は、「遠軽町水道事業会計及び遠軽町下水道事業会計と

          基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

          ける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　          債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を一般債権、貸倒懸念債権、破産更

　　　置により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

          遠軽町一般会計の経費の負担区分の取扱いについて」により、水道事業会計が毎期支
　　　　　出する退職手当組合に対する負担金以外の経費は一般会計が負担している。

　　　　　している。
　　　　　　なお、貸倒実績率については、過去３年の債権残高と不納欠損の実績値を基に算定
　　　　　乗じた額、破産更生債権等については、実績額を貸倒見積額として計上している。
　　　　　生債権等に区分し、一般債権及び貸倒懸念債権については、債権金額に貸倒実績率を

　　　に係る法定福利費引当金814千円を取り崩す。

　　　還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は676,019千円である。
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（単位：円）

1 営業収益

(1) 給水収益 386,051,000

(2) 他会計負担金 12,942,000

(3) その他営業収益 49,240,000 448,233,000

2 営業費用

(1) 原水及び浄水費 179,307,000

(2) 配水及び給水費 54,402,000

(3) 総係費 35,062,000

(4) 減価償却費 290,301,000

(5) 資産減耗費 28,437,000 587,509,000

営業利益 △ 139,276,000

3 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 10,000

(2) 他会計補助金 6,752,000

(3) 長期前受金戻入 138,850,000

(4) 雑収益 642,000 146,254,000

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 17,065,000

(2) 雑支出 47,000 17,112,000 129,142,000

経常利益 △ 10,134,000

5 特別利益

(1) 固定資産売却益 58,000 58,000 58,000

当年度純利益 △ 10,076,000

前年度繰越利益剰余金 79,129,000

当年度未処分利益剰余金 69,053,000

令和５年度　遠軽町水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 27,385,000

ロ 建物 130,055,000

減価償却累計額 △ 42,136,000 87,919,000

ハ 構築物 7,941,652,000

減価償却累計額 △ 3,092,464,000 4,849,188,000

ニ 機械及び装置 2,917,527,000

減価償却累計額 △ 1,475,317,000 1,442,210,000

ホ 車輌運搬具 6,483,000

減価償却累計額 △ 6,066,000 417,000

ヘ 工具器具及び備品 24,729,000

減価償却累計額 △ 20,619,000 4,110,000

ト 建設仮勘定 48,837,000

有形固定資産合計 6,460,066,000

(2) 無形固定資産

イ 電話加入権 315,000

無形固定資産合計 315,000

固定資産合計 6,460,381,000

2 流動資産

(1) 現金預金 427,404,000

(2) 未収金 26,500,000

貸倒引当金 △ 692,000 25,808,000

(3) 貯蔵品 2,000,000

流動資産合計 455,212,000

資産合計 6,915,593,000

4 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 2,544,738,000

企業債合計 2,544,738,000

固定負債合計 2,544,738,000

5 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

178,694,000

企業債合計 178,694,000

令和５年度　遠軽町水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資産の部

負債の部
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(2) 未払金 33,458,000

(3) 前受金 350,000

(4) 引当金

イ 賞与引当金 4,115,000

ロ 法定福利費引当金 814,000

引当金合計 4,929,000

(5) 預り金 600,000

流動負債合計 218,031,000

6 繰延収益

(1) 長期前受金 3,578,903,000

(2) 建設仮勘定長期前受金 9,190,000

(2) 収益化累計額

繰延収益合計 2,304,845,000

負債合計 5,067,614,000

7 資本金 1,249,765,000

8 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 受贈財産評価額 11,155,000

ロ その他資本剰余金 518,006,000

資本剰余金合計 529,161,000

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 69,053,000

利益剰余金合計 69,053,000

剰余金合計 598,214,000

資本合計 1,847,979,000

負債資本合計 6,915,593,000

資本の部

△ 1,283,248,000
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注記
　Ⅰ　重要な会計方針
   　1　資産の評価基準及び評価方法
　　 　 たな卸資産の評価基準及び評価方法
 　　　 材料及び貯蔵品　  　 　個別法による。
  　 2  固定資産の減価償却の方法
      　有形固定資産（リース資産を除く。）
     ･　減価償却の方法           定額法による。
     ･  主な耐用年数 建物                     17～26年

構築物                   38～58年
        機械及び装置              8～17年
        車輌運搬具       　           5年
        工具器具及び備品       　　   5年
     3　引当金の計上方法
      （1） 退職給付引当金
            職員の退職手当に係る経費は、「遠軽町水道事業会計及び遠軽町下水道事業会計と
          遠軽町一般会計の経費の負担区分の取扱いについて」により、水道事業会計が毎期支

      （2） 賞与引当金
　          職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

    　（3） 法定福利費引当金
　          職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

      （4） 貸倒引当金
　          債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を一般債権、貸倒懸念債権、破産更
　　　　　生債権等に区分し、一般債権及び貸倒懸念債権については、債権金額に貸倒実績率を
　　　　　乗じた額、破産更生債権等については、実績額を貸倒見積額として計上している。
　          なお、貸倒実績率については、過去３年の債権残高と不納欠損の実績値を基に算定

     4  消費税及び地方消費税の会計処理
        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理によっている。
  Ⅱ　予定貸借対照表等関連
     1  企業債の償還に係る他会計の負担
        予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償

     2  有形固定資産の減価償却累計額　 4,636,602千円（直接控除した場合）
     3  長期前受金収益化累計額         1,283,248千円（直接控除した場合）

     4　資産に係る引当金に関する事項（直接控除した場合）
　 　　 貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金692千円が控除されている。
　Ⅲ　リース契約により使用する固定資産
　　 1  リース取引の処理方法
        所有権移転外ファイナンス・リース取引については、中小規模の地方公営企業の特例措

     2  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
        1年以内 1,073千円
        1年超   2,220千円
        計      3,293千円
　Ⅳ　その他の注記

　　 1  貸倒引当金の取崩し
        当年度において、不納欠損処分をするため貸倒引当金96千円を取り崩す。
　　 2　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し
　　　　当年度において、期末・勤勉手当を支給するため賞与引当金3,721千円を取り崩し、これ

　　　　　出する退職手当組合に対する負担金以外の経費は一般会計が負担している。

　　　還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は730,726千円である。

　　　置により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　に係る法定福利費引当金728千円を取り崩す。

          基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

          ける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　　している。
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額

１ 水道事業 628,415
 　収益

１ 営業収益 474,170

１ 給水収益 422,848

１ 水道料金 404,439 給水戸数

　一般用　8,083戸

　 　事業用　　843戸

　 ２ 分水料金 18,409 湧別町開盛地区へ分水

２ その他営 51,322 　
　 業収益

　 １ 手数料 1,535 給水工事検査手数料ほか

２ 他会計業 49,787 下水道事業会計

　 務受託収 一般会計(社名淵飲料水等)

　 益 ほか
２ 営業外収 154,245
　 益

１ 受取利息 10

　 及び配当

 　金 １ 預金利息 10 預金利息

２ 他会計補 2,570

　 助金

１ 一般会計 2,570 一般会計繰入金

　 補助金
３ 長期前受 151,655

　 金戻入

１ 長期前受 151,655 補助金等収益化額

　 金戻入

10

１ その他雑 10 雑入　

　 収金

４ 雑収益

令和６年度　遠軽町水道事業会計予算明細

収益的収入及び支出

収　　　　入

備　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額

１ 水道事業 662,909

　 費用

１ 営業費用 633,280

１ 原水及び 210,596

　 浄水費

１ 給料 7,843 一般職給

　 ２ 手当 4,174 扶養手当ほか

　 ３ 賞与引当 1,117 期末、勤勉手当相当額

　 金繰入額

　 ５ 法定福利 2,796 職員共済組合負担金

　 費

６ 法定福利 223 期末、勤勉手当相当額

　 費引当金

　 　 繰入額 　

　 11 備消品費 2,602

12 燃料費 3,446

13 光熱水費 13,134

15 通信運搬 1,889 電話料

　 費 　

17 委託料 109,176 浄水場施設管理業務委託

水質検査業務委託

　 　 浄水場計装設備保安業務委

託ほか

18 手数料 428 浄水場修繕等手数料ほか

19 賃借料 262 機械借上料ほか

20 修繕費 5,720 浄水場計装設備修繕ほか

　

24 動力費 35,420 電気料

25 薬品費 20,787 ポリ塩化アルミニウムほか

　 26 材料費 710 浄水場材料

支　　　　出

備　　    考

− 19 −



（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　    考

33 保険料 851 火災保険料

　 自動車保険料

34 公課費 18 自動車重量税

２ 配水及び 56,735

　 給水費

１ 給料 7,217 一般職給

　 ２ 手当 3,607 扶養手当ほか

　 ３ 賞与引当 993 期末、勤勉手当相当額

　 金繰入額

　 ５ 法定福利 2,176 職員共済組合負担金

　 費

６ 法定福利 189 期末、勤勉手当相当額

　 費引当金

　 　 繰入額 　

　 11 備消品費 2,491

12 燃料費 245

14 印刷製本 102 　

　 費 　

17 委託料 20,502 水道メーター検針業務委託

漏水調査業務委託ほか

18 手数料 900 自動車車検手数料

水道管試掘手数料ほか

19 賃借料 65 土地借上料

20 修繕費 16,506 水道管漏水修繕ほか

　

　 26 材料費 1,508 水道管補修材料

33 保険料 166 自動車保険料

　

34 公課費 68 自動車重量税

30,699

１ 給料 7,425 一般職給

２ 手当 4,030 扶養手当ほか

３ 総係費

− 20 −



（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　    考

３ 賞与引当 983 期末、勤勉手当相当額

　 金繰入額

５ 法定福利 1,926 職員共済組合負担金

　 費

６ 法定福利 191 期末、勤勉手当相当額

　 費引当金

　 繰入額 　

７ 旅費 454 普通旅費

　 11 備消品費 285

14 印刷製本 1,543 　

　 費 　

15 通信運搬 5,837 システム回線使用料

　 費 後納郵便料

17 委託料 2,416 水道料金ＨＴ機器保守業務

委託ほか

18 手数料 2,626 口座振替手数料

コンビニ収納手数料ほか

19 賃借料 1,845 水道料金ＨＴ機器借上料

複合機借上料ほか

29 食料費 78 災害等緊急対応

　

　 30 厚生費 28 浄水場職員細菌検査

31 負担金 198 日本水道協会負担金

　 諸会議負担金ほか

35 貸倒引当 834 水道料金貸倒相当額

　 金繰入額

４ 減価償却 305,500

　 費

１ 有形固定 305,500 有形固定資産減価償却費

　 資産減価

　 償却費

５ 資産減耗 29,700

　 費

１ 固定資産 29,600 有形固定資産除却費

　 除却費

２ たな卸資 100 金属材料

　 産減耗費 合成樹脂材料

６ その他営 50

　 業費用

２ 雑支出 50 雑費
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　    考

２ 営業外費 27,629

　 用

１ 支払利息 21,829

　 及び企業

　 債取扱諸 １ 企業債利 21,529 水道事業債償還利息

　 費 　 息 簡易水道事業債償還利息

２ 借入金利 300 一時借入金利息

　 息

２ 消費税及 5,700

　 び地方消

　 費税 １ 消費税及 5,700 消費税及び地方消費税

　 び地方消

 　費税

100

２ その他雑 100 水道料金等過誤納還付金

　 支出

2,000

2,000

１ 予備費 2,000

３ 予備費

　 １ 予備費

３ 雑支出

− 22 −



（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額

１ 資本的収 312,564
 　入 　 　

１ 企業債 175,300

１ 企業債 175,300

１ 水道事業 175,300 水道事業債

　 債 　
２ 他会計補 　 48,784 　
　 助金

１ 他会計補 48,784
　 助金

１ 一般会計 48,784 一般会計繰入金

　 補助金
３ 工事負担 　 88,380 　
　 金

１ 工事負担 88,380
　 金

１ 配水管負 88,380 水道管移設工事補償金ほ

　 坦金 か
　 100 　

100

１ 配水管分 100 配水管分担金

　 坦金

資本的収入及び支出

収　　　　入

１ 分担金

４ 分担金

備　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額

１ 資本的支 533,062

　 出

１ 建設改良 354,368

　 費

137,000

　 23 工事請負 137,000 豊里４４号道路水道管移設

　 費 工事

２ 配水管布 126,780

　 設費

17 委託料 8,480 生田原水穂水道管移設

　 設計業務委託ほか

23 工事請負 118,300 水道管布設替工事ほか

　 費

３ 固定資産 90,588

　 取得費

４ 機械及び 87,211 水道メーター取替工事

　 　 装置取得 浄水場機械設備更新工事

　 費

６ 工具器具 3,377 浄水場備品取得費

　 及び備品 　

　 取得費

２ 企業債償 178,694

　 還金

１ 企業債償 178,694

　 還金

１ 水道事業 178,694 水道事業債償還元金

　 債 簡易水道事業債償還元金

支　　　　出

１ 拡張費

備　    　考
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議案第３３号 

 

令和６年度遠軽町下水道事業会計予算 
 

（総則） 

第１条 令和６年度遠軽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）排水戸数                        ７，０００戸 

（２）年間有収水量                  １，３２２，７５２㎥ 

（３）一日平均有収水量                    ３，６２４㎥ 

（４）主要な建設改良事業              公共下水道管渠整備事業 

個別排水処理施設整備事業 
 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

第１款 下水道事業収益            １，０５６，４６２千円 

第１項 営業収益                ３８５，６７５千円 

第２項 営業外収益               ６６７，２８７千円 

第３項 特別利益                  ３，５００千円 

支     出 

第１款 下水道事業費用            １，０３９，６４０千円 

第１項 営業費用                ９８３，８７４千円 

第２項 営業外費用                ５３，７６６千円 

第３項 予備費                   ２，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資 

本的支出額に不足する額３０２，６２６千円は、当年度分損益勘定留保資金２６９，

６６２千円、繰越利益剰余金処分額２６，８８７千円、過年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額６，０７７千円で補てんするものとする。）。 

収     入 

第１款 資本的収入                ３００，６５７千円 

第１項 企業債                 １７４，４００千円 

第２項 国庫補助金                ７２，８００千円 

第３項 他会計出資金                ６，０００千円 

第４項 他会計補助金               ４１，９８６千円 

第５項 分担金及び負担金              ５，４７１千円 

支     出 

第１款 資本的支出                ６０３，２８３千円 

第１項 建設改良費               ２０３，７３０千円 

第２項 企業債償還金              ３９９，５５３千円 
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（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当事業年度に属する

債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ４００千円及び３，

０００千円である。 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと 

定める。 
（単位：千円） 

事     項 期   間 限 度 額 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和６年度融資分） 

令和 6 年度～令和 11 年度 

 

借入期間中における

融資残高に対する利

子相当額 

個別排水処理施設水洗化等工

事資金利子補給 

（令和６年度融資分） 

令和 6 年度～令和 11 年度 

 

借入期間中における

融資残高に対する利

子相当額 

遠軽下水処理センター汚泥脱

水機設備改修工事 

令和 6 年度～令和 7 年度 

 
4,200 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 
 （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

 

公共下水道 

整備事業 

 

資本費平準 

化債 

 

 

 

113,700 

 

 

60,700 

 

 

  

 

 

 

証書借入 

又  は 

証券発行 

 

5.0％ 

以内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる公的資金につ

いて、利率の見直

しを行った場合に

おいては、当該見

直し後の利率） 

 

公的資金については、そ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定するものによ

る。ただし、企業財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、又は

繰上償還もしくは低利に

借換することができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、 ４００，０００千円と定める。 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流 

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経 

なければならない。 

（１）職員給与費                     ４７，０８３千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業の建設事業費及び汚水処理費等に充てるため、一般会計からこの

会計へ補助を受ける金額は、３９５，８５４千円である。 

 

 （利益剰余金の処分） 

第１０条 繰越利益剰余金のうち２６，８８７千円は、次のとおり処分するものと定

める。 

（１）減債積立金 

 

令和６年３月７日提出 

    

遠軽町長  佐々木 修 一 



（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 下水道事業収 １, ０５６, ４６２

　 益

１ 営業収益 ３８５, ６７５

１ 下水道使用 ２９７, ４１７ 下水道使用料

   料

２ 他会計負担 ８８, １４２ 雨水処理負担金

　 金 ほか

３ その他営業 １１６ 排水設備検査手

   収益 数料ほか

２ 営業外収益 ６６７, ２８７

１ 受取利息及 ２０ 預金利息

　 び配当金

２ 他会計補助 ３５３, ８６８ 一般会計補助金

　 金

３ 国庫補助金 ２４, ０００ 社会資本整備総

合交付金

４ 長期前受金 ２８６, １３８ 補助金等収益化

　 戻入 額

５ 消費税及び ２, ０００

　 地方消費税

　 還付金

６ 雑収益 １,２６１ 工事補償金ほか

３ 特別利益 ３,５００

１ 特別利益 ３,５００ 個排消費税還付

金

令和６年度遠軽町下水道事業会計予算実施計画

収　　　　入

収益的収入及び支出

備　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 下水道事業費 １, ０３９, ６４０

　 用

１ 営業費用 ９８３, ８７４

１ 管渠費 １０４, ８９９ 管渠施設管理費

２ 処理場費 ２５１, ５９０ 処理場施設管理

　 費　

３ 個別排水処 ８, ９３０ 個別排水処理施

　 理施設費 設管理費

４ 総係費 ６２, ６０５ 一般管理費

５ 減価償却費 ５５４, ５００ 有形固定資産減

価償却費ほか

６ 資産減耗費 １, ３００ 有形固定資産除

却費

７ その他営業 ５０

   費用

２ 営業外費用 ５３, ７６６

１ 支払利息及 ４３, ４４２ 償還利息ほか

　 び企業債取

　 扱諸費

２ 雑支出 １０, ３２４

３ 予備費 ２, ０００

１ 予備費 ２, ０００

支　　　　出

備　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 資本的収入 ３００, ６５７

１ 企業債 １７４, ４００

１ 企業債 １７４, ４００ 下水道事業債

資本費平準化債

２ 国庫補助金 ７２, ８００

１ 国庫補助金 ７２, ８００ 社会資本整備総

合交付金

３ 他会計出資 ６, ０００

　 金

１ 他会計出資 ６, ０００ 一般会計出資金

　 金

４ 他会計補助 ４１, ９８６

　 金

１ 他会計補助 ４１, ９８６ 一般会計補助金

　 金

５ 分担金及び ５, ４７１

　 負担金

１ 分担金 １, ７７２ 受益者分担金

２ 負担金 ３, ６９９ 受益者負担金

資本的収入及び支出

収　　　　入

備　　考
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（単位：千円）

款 項 目 予　定　額

１ 資本的支出 ６０３, ２８３

１ 建設改良費 ２０３, ７３０

１ 管渠整備費 １３０, ９３０ 公共下水道管渠

工事ほか

２ 処理場整備 ３７, ０００ 遠軽下水処理セ

　 費 ンターし尿等受

入施設基本設計

業務委託ほか

３ 個別排水処 ３５, ８００ 個別排水処理施

　 理施設整備 設整備工事ほか

　 費

２ 企業債償還 ３９９, ５５３

　 金

１ 企業債償還 ３９９, ５５３ 償還元金

　 金

支　　　　出

備　　考
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（単位：円）
1 業務活動によるキャッシュフロー

当期純利益（△当期純損失） 18,818,000
減価償却費 554,500,000
固定資産除却損 1,300,000
貸倒引当金の増減額（△は減少） 245,000
賞与引当金の増減額（△は減少） 102,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 22,000
長期前受金戻入額 △ △ 286,138,000
受取利息及び配当金 △ △ 20,000
支払利息及び企業債取扱諸費 43,442,000
未収金の増減額（△は増加） △ 4,200,000
未払金の増減額（△は減少） 11,257,000
前受金の増減額（△は減少） △ 50,000
預り金増減額（△は減少） △ 20,000
小計 339,258,000
支払利息及び企業債取扱諸費 △ △ 43,442,000
受取利息及び配当金 20,000
業務活動によるキャッシュフロー 295,836,000

2 投資活動によるキャッシュフロー
有形固定資産の取得による支出 △ △ 152,811,000
国庫補助金等による収入 66,182,000
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 39,968,000
受益者分担金、負担金による収入 4,973,000
投資活動によるキャッシュフロー △ 41,688,000

3 財務活動によるキャッシュフロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 174,400,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ △ 399,553,000
他会計からの出資金による収入 6,000,000
財務活動によるキャッシュフロー △ 219,153,000

資金増加額（又は減少額） 34,995,000
資金期首残高 537,550,000
資金期末残高 572,545,000

令和６年度　遠軽町下水道事業予定キャッシュフロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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１　総括

２　給料及び職員手当の増減額の明細

手　当 △ 1,557
制度改正に伴う増減分 391 期末手当

給　料 2,025

給与改定に伴う増減分 489 令和5年度給与改定に伴う増減

昇給に伴う増加分 451 平均昇給率　2.02％

その他の増減分 △ 1,948 会計間の異動等

その他の増減分 1,085 会計間の異動

△ 1,557

（単位：千円）

区 分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　考

比　　　較 18 120 △ 1,930

15,955

前　年　度 828 284 3,501 17,512

本　年　度 846 404 1,571

470 36 1,400 4,747 3,958 674

316 14

区　　　分 住居手当 通勤手当 退職手当 合 　計

比　　　較 △ 576 472 36 △ 385 358

△ 1,557 468 223 691

手

当

の

内

訳

区　　　分 扶養手当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当 時間外手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

本　年　度 1,038 942 72 1,015 5,105 4,274 688

前　年　度 1,614

△ 1,557 468 223 691

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

比

　
較

損益勘定支弁職員 1 2,025

前

年

度

損益勘定支弁職員 6

合 計  1 2,025

21,411

0 0

合 計  6 21,411

資本勘定支弁職員

17,512 38,923 7,469 46,392

17,512 38,923 7,469 46,392

15,955 39,391 7,692 47,083

7,692 47,083

資本勘定支弁職員 0 0

本

年

度

損益勘定支弁職員 7 23,436 15,955 39,391

合 計  7 23,436

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 給 与 費 法　定

福利費
合 計

特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 手 当 計
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３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

（３）級別職員数

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の基準となる職務）

（　）

（　）

33.3

16.7

0.0

33.3

16.7

0.0

100.0

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

14.3

0.0

（　）

（　）

（　）100.0

1

0

6

5年1月1日現在

１級

技術補

６級

企業職

主事補 主　事 主　任 主　幹 課　長 部　長

事務補 主　査 課　長

技師補 技　師

計 計

区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

6年1月1日現在

１級

３級

５級

主　幹

参　事

28.6

1

0

7

（　）

（　）

係　長 参　事 技　監

28.6

28.6

0.0

2

1

0

2

３級

５級 （　）

（　）

（　）

（　）

（　）

２級 ２級

４級 ４級

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

（　）

2

2

2

0

６級 ６級

196,200

区　　分
企業職

区　　分
企業職

級 職員数(人) 構成比(％) 級

高　校　卒 166,600 166,600 大　学　卒 196,200

職員数(人) 構成比(％)

（　）

（　）

（　）

（　）

（単位：円）

区　分 企業職 一般行政職 備　考 区　分 企業職 一般行政職 備　考

区 分 企業職 区 分 企業職

6年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 255,542

5年1月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢 (歳) 33.5 平 均 年 齢 (歳) 38.9

(円) 293,466

平 均 給 与 月 額 (円) 288,567 平 均 給 与 月 額 (円) 337,437
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

※　（　）内は、再任用職員の支給率

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）その他の手当

住居手当 同       じ

通勤手当 同       じ

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同       じ

一般会計
の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

①定年前早期退職特
　例加算措置（2～
　30％加算）
②退職手当の調整額

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

①定年前早期退職特
　例加算措置（2～
　30％加算）
②退職手当の調整額

有

区　分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 備考

一般会計の制度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.50

有

前 年 度 2.200 (1.15) 2.200 (1.15) 4.40 有

本 年 度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.50

比　　率 (B)/(A) (％) 100.0% 比　　率 (B)/(A) (％) 100.0%

区 分
支給期別支給率

支給率計
（月分）

職 制 上 の 段
階 、 職 務 の
級 等 に よ る
加 算 措 置

備　考

６月 (月分) 12月 (月分)

年
２号俸 (人) 2

年
２号俸

(人) 5

５号俸 (人) 0 ５号俸 (人) 0度

４号俸 (人) 5

度

４号俸

６号俸 (人) 0 ６号俸

(人) 0

号俸数別内訳

１号俸 (人) 0

(人) 1

３号俸 (人) 0 ３号俸 (人) 0

(人) 0

区　　　　　　分 企業職 区　　　　　　分 企業職

本

職 員 数 (A) (人) 7

前

職 員 数 (A) (人) 6

昇給に係る職員数 (B) (人) 7 昇給に係る職員数 (B) (人) 6

号俸数別内訳

１号俸
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− 36 − 
 

債務負担行為に関する調書 

  

 

 

 

 

事             項 限 度 額 

前年度末まで

の支払義務発

生（見込）額 

当該年度以降の

支払義務発生予

定 額 

左の財源内訳 

期間 金 額 期間 金 額 企業債 

国 庫 

補助金 

その他 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和元年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

1～5 43 6 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和 2年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

2～5 80 6～7 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和 3年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

3～5 96 6～8 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和 5年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

5  6～10 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

水洗化等工事資金利子補給 

（令和 6年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

  6～11 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

個別排水処理施設水洗化等

工事資金利子補給 

（令和 2年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

2～5 44 6～7 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

個別排水処理施設水洗化等

工事資金利子補給 

（令和 6年度融資分） 

借入期間中におけ

る融資残高に対す

る利子相当額 

  6～11 
限 度 額

に 同 じ 
  全 額 

遠軽下水処理センター汚泥

脱水機設備改修工事 

（令和 5年度分） 

4,200 5  6 4,200   4,200 

遠軽下水処理センター汚泥

脱水機設備改修工事 

（令和 6年度分） 

4,200   6～7 4,200   4,200 

（単位：千円） 



（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 55,434,000

ロ 建物 1,066,281,000

減価償却累計額 △ 407,851,000 658,430,000

ハ 構築物 15,576,381,000

減価償却累計額 △ 5,180,199,000 10,396,182,000

ニ 機械及び装置 2,962,181,000

減価償却累計額 △ 1,599,103,000 1,363,078,000

ホ 車輌運搬具 71,000

減価償却累計額 0 71,000

ヘ 工具器具及び備品 25,582,000

減価償却累計額 △ 16,774,000 8,808,000

ト 建設仮勘定 11,168,000

有形固定資産合計 12,493,171,000

(2) 無形固定資産

イ その他無形固定資産 107,000

無形固定資産合計 107,000

固定資産合計 12,493,278,000

2 流動資産

(1) 現金預金 572,545,000

(2) 未収金 35,029,000

貸倒引当金 △ 912,000 34,117,000

流動資産合計 606,662,000

資産合計 13,099,940,000

4 固定負債

(1) 企業債

イ

3,018,727,000

企業債合計 3,018,727,000

固定負債合計 3,018,727,000

5 流動負債

(1) 企業債

イ

388,434,000
企業債合計 388,434,000

令和６年度　遠軽町下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資産の部

負債の部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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(2) 未払金 118,462,000

(3) 前受金 214,000

(4) 引当金

イ 賞与引当金 3,177,000

ロ 法定福利費引当金 618,000

引当金合計 3,795,000

(5) 預り金 300,000

流動負債合計 511,205,000

6 繰延収益

(1) 長期前受金 9,222,851,000

(2) 建設仮勘定長期前受金 33,486,000

(2) 収益化累計額 △ 3,601,224,000

繰延収益合計 5,655,113,000

負債合計 9,185,045,000

7 資本金 1,603,343,000

8 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 受賜財産評価額 14,325,000

ロ その他資本剰余金 2,236,981,000

資本剰余金合計 2,251,306,000

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 60,246,000

利益剰余金合計 60,246,000

剰余金合計 2,311,552,000

資本合計 3,914,895,000

負債資本合計 13,099,940,000

資本の部
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（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 構築物 247,120,000

減価償却累計額 0 247,120,000

有形固定資産合計 247,120,000

固定資産合計 247,120,000

2 流動資産

(1) 現金預金 3,000,000

(2) 未収金 400,000

貸倒引当金 0 400,000

流動資産合計 3,400,000

資産合計 250,520,000

4 固定負債

(1) 企業債

イ
249,480,000

企業債合計 249,480,000

固定負債合計 249,480,000

5 流動負債

(1) 企業債

イ
9,195,000

企業債合計 9,195,000

(2) 未払金 3,000,000

流動負債合計 12,195,000

6 繰延収益

(1) 長期前受金 14,837,000

(2) 収益化累計額 0

繰延収益合計 14,837,000

負債合計 276,512,000

令和６年度　遠軽町下水道事業（個別排水処理施設事業）予定開始貸借対照表

（令和６年４月１日）

資産の部

負債の部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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7 資本金 0

8 剰余金

(1) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

(2) 欠損金

イ 当年度未処理欠損金 △ 25,992,000

欠損金合計 △ 25,992,000

剰余金合計 △ 25,992,000

資本合計 △ 25,992,000

負債資本合計 250,520,000

資本の部

− 40 −



注記

　Ⅰ　重要な会計方針

     1  固定資産の減価償却の方法

      （1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

    ・　減価償却の方法           定額法による。

    ・  主な耐用年数

        構築物                 　　　50年

        機械及び装置             10～20年

        工具器具及び備品          5～15年

      （2） 無形固定資産

    ・　減価償却の方法           定額法による。

    ・  主な耐用年数

     2　引当金の計上方法

      （1） 退職給付引当金

            職員の退職手当に係る経費は、「遠軽町水道事業会計及び遠軽町下水道事業会計と

          遠軽町一般会計の経費の負担区分の取扱いについて」により、下水道事業会計が毎期

      （2） 賞与引当金

　          職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

    　（3） 法定福利費引当金

　          職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

      （4） 貸倒引当金

　          債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を一般債権、貸倒懸念債権、破産更

　　　　　生債権等に区分し、一般債権及び貸倒懸念債権については、債権金額に貸倒実績率を

　　　　　乗じた額、破産更生債権等については、実績額を貸倒見積額として計上している。

　　　　　　なお、貸倒実績率については、過去３年の債権残高と不納欠損の実績値を基に算定

     3  消費税及び地方消費税の会計処理

        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理によっている。

  Ⅱ　予定貸借対照表等関連

     1  企業債の償還に係る他会計の負担

        予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償

     2  有形固定資産の減価償却累計額　 7,203,927千円（直接控除した場合）

     3  長期前受金収益化累計額         3,601,224千円（直接控除した場合）

     4　資産に係る引当金に関する事項（直接控除した場合）

　 　　 貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金912千円が控除されている。
　Ⅲ　その他の注記

　　 1  貸倒引当金の取崩し

        当年度において、不納欠損処分をするため貸倒引当金44千円を取り崩す。
　　 2　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　　当年度において、期末・勤勉手当を支給するため賞与引当金3,076千円を取り崩し、これ

　　　に係る法定福利費引当金596千円を取り崩す。

　　　還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,057,260千円である。

        建物                     15～50年

　　　　　支出する退職手当組合に対する負担金以外の経費は一般会計が負担している。

          基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

          ける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　　している。

        ソフトウェア                  5年
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　Ⅳ　セグメント情報に関する注記

     1  報告セグメントの概要

        下水道事業会計では、下水道事業、個別排水処理施設事業を運営しており、各事業で運営

    　方針を決定していることから、下水道事業、個別排水処理施設事業の２つを報告セグメント

    　としている。

        なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

      　当年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日） （単位 千円）

　　（注）上記の数値については、税抜で記載している。

　　　　該当事項なし。

　　　　　償却資産については、供用開始時から減価償却が行われてきたものとして算定した当年

　　　　度期首の帳簿価格を帳簿原価として処理している。

     2  報告セグメントごとの営業収益等

事業区分

下水道事業

個別排水処理施設事業

事業の内容

下水道計画区域においてし尿・生活雑排水等を処理する業務

上記以外において合併処理浄化槽を使用し、し尿・生活雑排水等
を処理する業務

項目 下水道事業 個別排水処理施設事業 合計

営業収益 355,053 3,584 358,637

営業費用 931,712 19,637 951,349

営業損益 △ 576,659 △ 16,053 △ 592,712

経常損益 23,268 △ 4,450 18,818

セグメント資産 12,828,335 271,605 13,099,940

セグメント負債 8,882,998 302,047 9,185,045

その他の項目

　他会計繰入金 429,976 12,034 442,010

        償却資産に関わる経過措置

     4  その他の注記

　減価償却費 544,400 10,100 554,500

　支払利息及び
　企業債取扱諸費

41,295 2,147 43,442

     3  重要な後発事象に関する注記
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（単位：円）

1 営業収益

(1) 下水道使用料 267,456,000

(2) 他会計負担金 67,264,000

(3) その他営業収益 10,637,000 345,357,000

2 営業費用

(1) 管渠費 35,906,000

(2) 処理場費 231,950,000

(3) 総係費 54,581,000

(4) 減価償却費 538,899,000

(5) 資産減耗費 6,455,000 867,791,000

営業利益 △ 522,434,000

3 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 18,000

(2) 他会計補助金 319,083,000

(3) 国庫補助金 15,125,000

(4) 長期前受金戻入 285,691,000

(5) 雑収益 1,169,000 621,086,000

4 営業外費用  

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 44,002,000

(2) 雑支出 9,459,000 53,461,000 567,625,000

経常利益 45,191,000

当年度純利益 45,191,000

前年度繰越利益剰余金 23,124,000

当年度未処分利益剰余金 68,315,000

令和５年度　遠軽町下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 55,434,000

ロ 建物 1,066,280,000

減価償却累計額 △ 378,751,000 687,529,000

ハ 構築物 15,420,067,000

減価償却累計額 △ 4,780,299,000 10,639,768,000

ニ 機械及び装置 2,940,754,000

減価償却累計額 △ 1,475,903,000 1,464,851,000

ホ 車輌運搬具 71,000

減価償却累計額 0 71,000

ヘ 工具器具及び備品 25,582,000

減価償却累計額 △ 14,574,000 11,008,000

ト 建設仮勘定 7,505,000

有形固定資産合計 12,866,166,000

(2) 無形固定資産

イ その他無形固定資産 207,000

無形固定資産合計 207,000

固定資産合計 12,866,373,000

2 流動資産

(1) 現金預金 537,550,000

(2) 未収金 30,829,000

貸倒引当金 △ 667,000 30,162,000

流動資産合計 567,712,000

資産合計 13,434,085,000

4 固定負債

(1) 企業債

イ

3,152,756,000

企業債合計 3,152,756,000

固定負債合計 3,152,756,000

5 流動負債

(1) 企業債

イ

390,358,000
企業債合計 390,358,000

(2) 未払金 107,204,000

(3) 前受金 265,000

令和５年度　遠軽町下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資産の部

負債の部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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(4) 引当金

イ 賞与引当金 3,076,000

ロ 法定福利費引当金 596,000

引当金合計 3,672,000

(5) 預り金 320,000

流動負債合計 501,819,000

6 繰延収益

(1) 長期前受金 9,171,556,000

(2) 建設仮勘定長期前受金 33,486,000

(3) 収益化累計額 △ 3,315,608,000

繰延収益合計 5,889,434,000

負債合計 9,544,009,000

7 資本金 1,570,455,000

8 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 受賜財産評価額 14,325,000

ロ その他資本剰余金 2,236,981,000

資本剰余金合計 2,251,306,000

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 68,315,000

利益剰余金合計 68,315,000

剰余金合計 2,319,621,000

資本合計 3,890,076,000

負債資本合計 13,434,085,000

資本の部
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針

     1  固定資産の減価償却の方法

      （1）有形固定資産（リース資産を除く。）

    ・　減価償却の方法           定額法による。

    ・  主な耐用年数

        構築物                 　　　50年

        機械及び装置             10～20年

        工具器具及び備品          5～15年

      （2） 無形固定資産

    ・　減価償却の方法           定額法による。

    ・  主な耐用年数

     2　引当金の計上方法

      （1） 退職給付引当金

            職員の退職手当に係る経費は、「遠軽町水道事業会計及び遠軽町下水道事業会計と

          遠軽町一般会計の経費の負担区分の取扱いについて」により、下水道事業会計が毎期

      （2） 賞与引当金

　          職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

    　（3） 法定福利費引当金

　          職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

      （4） 貸倒引当金

　          債権の不納欠損による損失に備えるため、債権を一般債権、貸倒懸念債権、破産更

　　　　　生債権等に区分し、一般債権及び貸倒懸念債権については、債権金額に貸倒実績率を

　　　　　乗じた額、破産更生債権等については、実績額を貸倒見積額として計上している。

　　　　　　なお、貸倒実績率については、過去３年の債権残高と不納欠損の実績値を基に算定

     3  消費税及び地方消費税の会計処理

        消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理によっている。

  Ⅱ　予定貸借対照表等関連

     1  企業債の償還に係る他会計の負担

        予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償

     2  有形固定資産の減価償却累計額　 6,649,527千円（直接控除した場合）

     3  長期前受金収益化累計額         3,315,608千円（直接控除した場合）

     4　資産に係る引当金に関する事項（直接控除した場合）

　 　　 貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金667千円が控除されている。
　Ⅲ　その他の注記

　　 1　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　　当年度において、期末・勤勉手当を支給するため賞与引当金3,495千円を取り崩し、これ

　　　に係る法定福利費引当金685千円を取り崩す。

        建物                     15～50年

          基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

          ける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　　している。

　　　　　支出する退職手当組合に対する負担金以外の経費は一般会計が負担している。

      還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,161,943千円である。

        ソフトウェア                  5年
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額
１ 下水道事 1,056,462
　 業収益

１ 営業収益 385,675

１ 下水道使 297,417
　 用料

１ 下水道使 293,487 排水戸数
　 用料 　一般用　6,892戸
２ 個別排水 3,930 排水戸数
　 使用料 　　　　　　108戸

２ 他会計負 88,142 　
　 担金

１ 一般会計 88,142 一般会計繰入金(雨水処理
　 負担金 負担金)ほか

３ その他営 116 　
 　業収益

　 １ 手数料 116 排水設備検査手数料ほか

２ 営業外収 667,287
　 益

１ 受取利息 20
　 及び配当
 　金 １ 預金利息 20 預金利息

２ 他会計補 353,868
　 助金

１ 一般会計 353,868 一般会計繰入金
　 補助金

３ 国庫補助 24,000
　 金

１ 国庫補助 24,000 社会資本整備総合交付金
　 金

４ 長期前受 286,138
　 金戻入

１ 長期前受 286,138 補助金等収益化額
　 金戻入

５ 消費税及 2,000
　 び地方消
　 費税還付 １ 消費税及 2,000 消費税及び地方消費税還付
 　金 　 び地方消 金

　 費税還付
　 金

６ 雑収益 1,261

１ その他雑 1,261 雑入　
　 収金

３ 特別利益 3,500

１ その他特 3,500
　 別利益

１ その他特 3,500 令和5年度個別排水事業消
　 別利益 費税及び地方消費税還付金

令和６年度遠軽町下水道事業会計予算明細

収益的収入及び支出

収　　　　入

備　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額
１ 下水道事 1,039,640
　 業費用

１ 営業費用 983,874

104,899

１ 給料 9,834 一般職給

　 ２ 手当 5,667 扶養手当ほか

　 ３ 賞与引当 1,303 期末、勤勉手当相当額
　 金繰入額

　 ５ 法定福利 3,078 職員共済組合負担金
　 費
６ 法定福利 258 期末、勤勉手当相当額
　 費引当金

　 　 繰入額 　
　 11 備消品費 1,057

12 燃料費 342

17 委託料 50,600 公共下水道事業下水道管路
台帳整備業務委託ほか

18 手数料 1,166 自動車車検手数料
下水道管渠清掃手数料ほか

19 賃借料 1,050 公共下水道試掘調査機械借
上料ほか

20 修繕費 2,108 公共桝修繕ほか
　
23 工事請負 27,841 マンホール等改修工事
　 費

　 26 材料費 337 公共桝ほか

33 保険料 240 火災保険料
　 自動車保険料
34 公課費 18 自動車重量税

251,590

１ 給料 5,831 一般職給

　 ２ 手当 3,464 扶養手当ほか

　 ３ 賞与引当 788 期末、勤勉手当相当額
　 金繰入額

　 ５ 法定福利 1,716 職員共済組合負担金
　 費
６ 法定福利 150 期末、勤勉手当相当額
　 費引当金

　 　 繰入額 　
12 燃料費 116

15 通信運搬 495 下水道施設情報システムク
　 費 ラウドサービス提供業務
17 委託料 146,900 遠軽下水処理センター等運

転及び維持管理業務委託ほ
か

18 手数料 34,204 汚泥処理手数料ほか

支　　　　出

１ 管渠費

２ 処理場費

備　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　考
20 修繕費 2,060 下水処理場機械設備修繕
　

　 23 工事請負 10,241 遠軽下水処理センター汚泥
　 費 脱水機設備改修工事ほか
24 動力費 43,780 遠軽下水処理センター等電
　 気料
25 薬品費 740 浄化微生物活性強化剤
　 
33 保険料 1,105 火災保険料
　

３ 個別排水 8,930
　 処理施設
　 費 ７ 旅費 117 普通旅費

　 11 備消品費 44

　 12 燃料費 30

　 17 委託料 3,619 浄化槽保守点検業務委託

　 18 手数料 4,366 浄化槽法定検査手数料ほ
か

20 修繕費 750 放流管・ブロワー部品等
　 修繕

31 負担金 4
　 　

62,605

１ 給料 7,771 一般職給

２ 手当 4,257 扶養手当ほか

３ 賞与引当 1,091 期末、勤勉手当相当額
　 金繰入額
５ 法定福利 2,276 職員共済組合負担金
　 費
６ 法定福利 214 期末、勤勉手当相当額
　 費引当金
　 繰入額 　
７ 旅費 1,470 普通旅費

　 11 備消品費 62

14 印刷製本 367 　
　 費 　
15 通信運搬 26 郵券代
　 費
17 委託料 1,931 下水道受益者負担金賦課情

報管理業務委託ほか
18 手数料 62 受益者負担金口座振替収納

手数料ほか
19 賃借料 569 事務機器使用料

　
29 食料費 70 災害等緊急対応
　
31 負担金 42,014 日本下水道協会負担金

水道事業会計負担金
　 諸会議負担金ほか
32 補助金及 136 水洗化等工事資金利子補給
　 び交付金 金

４ 総係費
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　　考
35 貸倒引当 289 下水道使用料貸倒相当額
　 金繰入額

５ 減価償却 554,500
　 費

１ 有形固定 554,400 有形固定資産減価償却費
　 資産減価
　 償却費
２ 無形固定 100 無形固定資産減価償却費
　 資産減価
　 償却費

６ 資産減耗 1,300
　 費

１ 固定資産 1,300 有形固定資産除却費
　 除却費

７ その他営 50
　 業費用

２ 雑支出 50 雑費

２ 営業外費 53,766
　 用

１ 支払利息 43,442
　 及び企業
　 債取扱諸 １ 企業債利 43,042 下水道事業債償還利息
　 費 　 息 資本費平準化債償還利息

２ 借入金利 400 一時借入金利息
　 息

10,324

２ その他雑 10,324 国庫補助金返納金
　 支出 下水道使用料等過誤納還付

金ほか
2,000

2,000

１ 予備費 2,000

３ 予備費

　 １ 予備費

２ 雑支出
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額
１ 資本的収 300,657
 　入

１ 企業債 174,400

１ 企業債 174,400

１ 下水道事 113,700 下水道事業債
　 業債 　
２ 資本費平 60,700 資本費平準化債
　 準化債

２ 国庫補助 　 72,800 　
　 金

１ 国庫補助 72,800
　 金

１ 国庫補助 72,800 社会資本整備総合交付金
　 金

３ 他会計出 　 6,000 　
　 資金

１ 他会計出 6,000
　 資金

１ 一般会計 6,000 一般会計繰入金
　 出資金

４ 他会計補 　 41,986 　
　 助金

１ 他会計補 41,986
　 助金

１ 一般会計 41,986 一般会計繰入金
　 補助金

５ 分担金及 　 5,471 　
　 び負担金

1,772

１ 受益者分 1,772 受益者分担金
　 坦金

3,699

１ 受益者負 3,699 受益者負担金
　 坦金

２ 負担金

資本的収入及び支出

収　　　　入

１ 分担金

備　　　　考
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（単位：千円）

款 項 目 節 予　定　額
１ 資本的支 603,283
　 出

１ 建設改良 203,730
　 費

１ 管渠整備 130,930
　 費
　 23 工事請負 128,010 公共下水道管渠工事

　 費

27 補償金 1,620 地下水枯渇補償金
支障物件移設補償金ほか

31 負担金 1,300 水道管移設工事負担金
　

２ 処理場整 37,000
　 備費

17 委託料 20,000 下水処理センターし尿等受
入施設基本設計業務委託ほ
か

23 工事請負 17,000 下水処理センター消毒設備
　 費 更新工事

３ 個別排水 35,800
　 処理施設
　 整備費 19 賃借料 800 機械借上料

23 工事請負 35,000 個別排水処理施設整備工事
　 費

２ 企業債償 399,553
　 還金

１ 企業債償 399,553
　 還金

１ 下水道事 392,413 下水道事業債償還元金
　 業債
２ 資本費平 7,140 資本費平準化債償還元金
　 準化債

支　　　　出

備　　　　考

− 52 −


